
実施し、基礎的・基本 教科書改定や学級増、少人数指導などの指導法改善に対応し、市内小・中学校すべての教員が、学習指導要
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的 領に基づき、基礎・基本の定着を図り、個性を生かす教育をすることができるように、教科書 及び指導書
展開方向

を配布する。
教科書改定や指導法の改善に伴い、教科書及び指導書を配付する。指導書を活用することにより、児童生徒 クラス数増加分に対応し、教師用の教科書及び指導書等を配付する。中学校は教科書改訂に対応した教師用
に対して、基礎・基本力の確実な定着と個性を生かす教育の充実を推進することができる。 の教科及び指導書を配付する。また、中学校３科目（数学・理科・社会）のデジタル教科書を購入する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

教師用教科書、指導書の配布か所数 想定値 21当該年度
単位 か所

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内小中学校すべての教員が、学習指導要領に基づき、児童生徒に対して学力の基礎・基本の定着を図り、個性を生かす教育を 直接 必要数に対する配布数の割合 % 100 100
展開出来るように、教師用教科書及び指導書を配布する。

令和 4年度 市内小中学校すべての教員が、学習指導要領に基づき、児童生徒に対して学力の基礎・基本の定着を図り、個性を生かす教育を 直接 必要数に対する配布数の割合 % 100
展開出来るように、教師用教科書及び指導書を配布する。

令和 5年度 市内小中学校すべての教員が、学習指導要領に基づき、児童生徒に対して学力の基礎・基本の定着を図り、個性を生かす教育を － 必要数に対する配布数の割合 % 100
展開出来るように、教師用教科書及び指導書を配布する。
学級数や教員数の増減に適切に対応し、適正な配付に努める。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小中学校教師用教科書及び指導書 小中学校教師用教科書及び指導書 小中学校教師用教科書及び指導書 小中学校教師用教科書及び指導書
学級増加分 924 学級増加分 2,043 学級増加分 924 学級増加分 924
すすむ千葉県 721 すすむ千葉県 714 すすむ千葉県 714 すすむ千葉県 714

＊ デジタル教科書 5,291 ＊ 中学校教師用教科書及び指導書改訂 17,737
＊ 小学校教師用教科書及び指導書改訂 38,627 ＊ デジタル教科書 1,228

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 45,563 合　　計 21,722 合　　計 1,638 合　　計 1,638
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 45,563 21,722 1,638 1,638

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 4,005 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 49,478 25,727 5,643 5,643
(11)単位費用

2,356.1千円／か所 1,225.1千円／か所
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

教科書採択や児童・生徒数の増加に伴う学級数・指導者数増加分及び各校の少人数指導計画に基づく指導者の増加や該当 ○①事前確認での想定どおり
学年の変更等に係り、教師用の教科書、指導書が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,727 23,751
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要
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目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.39

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1052 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 小中学校教師用教科書及び指導書の配付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,727 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 45,561 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ●有 ○無 (計画名) 第2期教育振興基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を



築や特別支援教育の充実、学 長期欠席，不登校児童生徒に対して、学習の補充、様々な活動を通して自立を促し、集団への適応力を養う
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 。子どもの発達状況や精神状況を踏まえて学校生活への復帰を図る。
展開方向

長期欠席、不登校児童生徒及びその保護者に対し、心理的不安を解消していく過程で、集団への適応・自立 ・年間を通して，学習指導を行う「学習タイム」、人間関係づくりを学ぶ「フレンドタイム」を実践する。
を促し、学校生活への復帰ができるような支援・指導を行う。 ・市民体育館での運動や調理実習を木曜日に実施する。・保護者との個人面談、担任との連絡会を学期ごと

当該年度 に行う。・主な行事　１学期－校外学習　２学期－デイキャンプ、校外学習　３学期－お別れ会　毎学期-
執行計画 始めの会、終わりの会・体験活動として栽培活動などにも取り組む。

(3)事業内容 内　　容 ・西部地区に分校を設置し、機能強化を推進する。

年間開室日数 想定値 195当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 通級児童生徒の出席率を高める。 直接 ヤング手賀沼に通級している児童生徒の出席率 % 32 60

令和 4年度 通級児童生徒の出席率を高める。 直接 ヤング手賀沼に通級している児童生徒の出席率 % 60

令和 5年度 通級児童生徒の出席率を高める。 直接 ヤング手賀沼に通級している児童生徒の出席率 % 65

問題の要因は，学校・家庭・地域社会のそれぞれの原因が複雑に絡み合っていると考えられる。それを解消し，事態の解決を図
(7)事業実施上の課題と対応 るには，時間と多種多様な支援が必要と考えられ，目標の達成を図るのは大変である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

会計年度職員報酬・共済費等 5,405 会計年度任用職員報酬5人 8,273 会計年度任用職員報酬5人 8,273 会計年度任用職員報酬5人 8,273
旅費 3 職員手当 546 職員手当 546 職員手当 546
消耗品費 120 社会保険料 1,114 社会保険料 1,114 社会保険料 1,114
光熱水費 272 費用弁償 264 費用弁償 264 費用弁償 264
通信運搬費 135 講師報償費 100 講師報償費 100 講師報償費 100
火災保険料 2 普通旅費 3 普通旅費 3 普通旅費 3
警備委託料 53 消耗品費 95 消耗品費 96 消耗品費 96

実施内容 草刈委託料 14 通信運搬費 61 通信運搬費 80 通信運搬費 80
事務機器使用料 18 事務機器使用料 18 事務機器使用料 18 事務機器使用料 18

(8)施行事項
費　　用 施設等入場料 9 施設等入場料 9 施設等入場料 9 施設等入場料 9

＊ 消耗品費 1 光熱水費（ガス代） 36 光熱水費（ガス代） 36
＊ 光熱水費（ガス代） 36
＊ 通信運搬費 19
＊ 携帯電話契約事務手数料 5
＊ 備品購入費（携帯電話） 37

予算(決算)額 合　　計 6,031 合　　計 10,581 合　　計 10,539 合　　計 10,539
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,031 10,581 10,539 10,539

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,641 13,251 13,209 13,209
(11)単位費用

44.31千円／日 67.95千円／日
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

全国的に以前は神経症による不登校が多く見られたが，現在は家庭環境、対人関係調整力の不足等、複雑な要因が絡み合 ○①事前確認での想定どおり
って不登校になるケースが増加してきた。学校復帰へ向け、自立を促す場と時間が必要となっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
個人情報保護の観点より。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
32 60 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,251 △4,610
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△53.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.45

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1074 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 教育相談体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 適応指導教室「ヤング手賀沼」の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,251 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 7,459 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構


